
大学番号 ０79

設置年度 令和 2年度

計画の区分： 研究科の設置

　　　職名・氏名 主任
シュニン

・寺田
テラダ

　義弘
ヨシヒロ

　　　電話番号　　 ０９８５-５８-７９６７

　　　（夜間）　　 ０９８５-５８-７９６７

　　　ｅ－mail　　 hyouka@of.miyazaki-u.ac.jp

意見伺い

令和３年５月１日現在 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

国立大学法人宮崎大学　　　

【意見伺い】設置に係る設置計画履行状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　注１

宮崎大学大学院　地域資源創成学研究科　地域資源創成学専攻

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　作成担当者

　　担当部局（課）名　　企画総務部企画評価課

　　　　　・大学院設置の場合：「○○大学大学院」

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　例）　○○大学　△△学部　□□学科

　　　　　　　　　　　　（旧名称：◇◇学科（平成◇◇年度より学科名称変更））

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて、設置時の旧名称を記載してください。

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　　　報告書の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

　　　　　・大学院の研究科の専攻の設置等の場合：「○○大学大学院　○○研究科　○○専攻（修士課程）」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　３　大学番号の欄については、調査対象大学等に対して別途発出する、事務連絡「令和３年度の履行状況

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　　　・大学の設置の場合：「○○大学」

注３
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ イケノウエ　ツヨム ）

池ノ上　克

（平成２７年１０月）

（ イリヤ　タカオ ） （クワノ　ヒトシ）

入谷　貴夫 桑野　斉

（令和２年４月） （令和３年４月）

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）令和２年度に報告済の内容　→（２）

　　　　　　令和３年度に報告する内容　→（３）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　　記入してください。

　　　・大学院の場合には、「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

　　　　ください。

学　　長

（４） 管理運営組織

研究科長

職　　名

研究科長任期満了に伴い、令
和３年４月１日より変更
（３）

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　国立大学法人　宮崎大学

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には、複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　宮崎大学

　　　　宮崎県宮崎市学園木花台西１丁目１番地

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合、本部の位置を（　）書きで記入してください。

（２） 大　学　名

　　　〒８８９－２１９２

（３） 調査対象大学等の位置
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（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試
　　　　区分ごとではありません）。
　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」）のほか、それらのコースや専攻単位でも記載してください。
　　　　その場合別ファイルを作成し提出してください。
　　　・　様式は、平成２９年度開設の４年制の学科の完成年度を越えて報告する場合（令和２年度までの５年間）ですが、
　　　　完成年度を越えていない場合は修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が４年以下の場合には欄を削除し、
　　　　５年以上の場合には、欄を設けてください。）

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　に報告書を作成してください。

2 5 10

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

8 - 6 -

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　-　) (　-　) [ 2 ] (　-　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ - ] [ - ] ( - ) [ - ]

8 - 6 -

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　-　) (　-　) [ 2 ] (　-　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ - ] [ - ] ( - ) [ - ]

7 - 6 -

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　-　) (　-　) [ 2 ] (　-　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ - ] [ - ] ( - ) [ - ]

7 - 6 -

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　-　) (　-　) [ 2 ] (　-　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ - ] [ - ] ( - ) [ - ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年度には

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他を合計した入学定員、入学者数で算出して

　　　　ください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「開設年度から報告年度までの平均入学定員超過率」は、完成年度を越えて報告書を提出する大学等のみ

　　　　記入してください。完成年度を越えていない場合は「－」を記入してください。

[ 　　　 ] [ 　　　 ] [ 　-　 ]

新規入学者を
募集中

地域資源創成学
研究科

　地域資源創成
　学専攻

修士（地域資源
創成学）

1.3倍 ―　倍

備　　考
平均入学定員

超 過 率

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定

員超過率

1.2

5

(　-　)

[ 　-　 ]

1.4

[ 　　　 ]

5

(　　 　) (　　 　)

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

-

　　　　（その２の１））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

（注）・　定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号

経済学関係

法学関係

農学関係

年 人 年次 人

編入学定員 収容定員

　　　・　基礎となる学部等がある場合には、「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。

調査対象学部等の
名称（学位）

学位又は学科
の分野

設 置 時 の 計 画

修業年限 入学定員
備　考

学生募集の停
止について

　 　　・　学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択すると
　　　　　ともに、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。

Ｂ　 入学者数

(　　 　)
Ａ　 入学定員

志願者数

受験者数

合格者数

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

令和３年度令和２年度平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

(　-　)
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

7 - 6 -

[ - ] [　-　] [ 2 ] [　-　]

( - ) ( - ) ( - ) ( - )

7 -

[ - ] [　-　]

( - ) ( - )

　　・令和３年５月１日　公表

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・（　）内には、留年者の状況について、内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　編入学生や転入学生も含めて記入してください。その際、備考欄に人数の内訳を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数、留学生数を記入してください。

平成３０年度 令和元年度 令和３年度

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

令和２年度

計

備　　　　　考

13

[　　　 　] [　　　　 ] [　　　　 ] [　 2　 ][　　-　　]

４年次

（　　-　　）

7

（　　　　 ） （　　　　 ） （　　　　 ） （　　-　　）

１年次

２年次

３年次

平成２９年度
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

人 人 平成２９年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成３０年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 0 人 0 人

平成２９年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 0 人 0 人

令和３年度 0 人 0 人

0 人 人 人

（注）・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　各対象年度の在学者数については、対象年度の人数を記入してください。（在学者数から退学者数を減らす必要はありません。）

　　　・　内訳については、退学した学生が入学した年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　　　・　在学者数、退学者数には編入学生や転入学生も含めて記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は、下の項目を参考に記入してください。その際、「就学意欲の低下（○人）」というように、その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　（５）－⑤　調査対象学部等の年度ごとの退学者の割合

【平成２９年度】

平成２９年度の退学者数（ａ） 0
平成２９年度の在学者数（ｂ） 0

【平成３０年度】

平成３０年度の退学者数（ａ） 0
平成３０年度の在学者数（ｂ） 0

【令和元年度】

令和元年度の退学者数（ａ） 0
令和元年度の在学者数（ｂ） 0

【令和２年度】

令和２年度の退学者数（ａ） 0
令和２年度の在学者数（ｂ） 7

【令和３年度】

令和３年度の退学者数（ａ） 0
令和３年度の在学者数（ｂ） 13

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

#DIV/0! ％

#DIV/0! ％

#DIV/0! ％

= = 0 ％

0 ％=

=

=

=

=

=

=

=

人

合　　計

人

令和２年度 7 人 0 人

人令和３年度 13 人 0

人令和元年度

退学者数
主な退学理由

（留学生の理由は[　]書き）

　　　区　分

対象年度
うち留学生数

平成２９年度

平成３０年度

在学者数（b） 退学者数（a）

内訳

入学した年度

人
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【令和３年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前 2 5 11 1 兼3 1前 2 10 4 兼6

小計（1科目） - 2 0 0 5 11 1 0 0 兼3 小計（1科目） - 2 0 0 10 4 兼6

1前 　 2 　 1 3 　 　 1前 　 2 　 1 1 　 　 兼2

1前 　 2 　 　 　 　 　 　 兼3 1前 　 2 　 　 　 　 　 　 兼3

1前 　 2 　 　 5 　 　 　 1前 　 2 　 3 1 　 　 　 兼1

小計（3科目） - 0 6 0 1 8 0 0 0 兼3 小計（3科目） - 0 6 0 4 2 0 0 0 兼6

1前 　 2 　 　 　 兼1 1前 　 2 　 　 　 兼1

1前 　 2 　 1 　 　 　 　 1前 　 2 　 1 　 　 　 　

1前 　 2 　 1 　 　 　 1前 　 2 　 1 　 　 　

1後 　 2 　 　 1 　 　 　 1後 　 2 　 1 　 　 　

1後 　 2 　 　 1 　 　 　 1後 　 2 　 1 　 　 　

1後 　 2 　 　 1 　 　 1後 　 2 　 　 1 　 　

小計（6科目） - 0 12 0 2 2 1 0 0 兼1 小計（6科目） - 0 12 0 4 1 0 0 0 兼1

1前 　 2 　 1 　 　 1前 　 2 　 1 　 　

1前 　 2 　 1 　 　 　 1前 　 2 　 1 　 　 　

1前 　 2 　 1 　 　 　 1前 　 2 　 1 　 　 　

1後 　 2 　 1 　 　 　 1後 　 2 　 1 　 　 　

1後 　 2 　 1 　 　 　 1後 　 2 　 1 　 　 　

1後 　 2 　 　 1 　 　 1後 　 2 　 1 　 　

1後 　 2 　 　 1 　 　 1後 　 2 　 　 1 　 　

小計（7科目） - 0 14 0 3 4 0 0 0 0 小計（7科目） - 0 14 0 6 1 0 0 0 0

地域環境政策特論
（未開講）

農村フィールド研
究特論

農村フィールド研
究特論

地
域
資
源
利
活
用
論
科
目
群

A

(

企
業
経
営
資
源
科
目

)

会計学特論

地域経営特論 地域経営特論

創造的組織特論 創造的組織特論

経営戦略特論 経営戦略特論

イノベーションマネ
ジメント特論

イノベーションマネ
ジメント特論

マーケティング戦
略特論

マーケティング戦
略特論

地域学特論

地
域
資
源
論
科
目
群

地域資源特論Ⅰ
（自然科学系）

地
域
資
源
論
科
目
群

地域資源特論Ⅰ
（自然科学系）

地域資源特論Ⅱ
（人文科学系）

地域資源特論Ⅱ
（人文科学系）

地域資源特論Ⅲ
（社会科学系）

地域資源特論Ⅲ
（社会科学系）

地
域
学
科
目

地域学特論

民法特論

B

(

公
共
経
営
資
源
科
目

)

民法特論

雇用と法特論
雇用と法特論（未
開講）

自治体財政特論
自治体財政特論
（未開講）

自治体政策特論	 自治体政策特論	

地域計画特論 地域計画特論

地
域
資
源
利
活
用
論
科
目
群

A

(

企
業
経
営
資
源
科
目

)

会計学特論

B

(

公
共
経
営
資
源
科
目

) 地域環境政策特論

兼
任
・
兼
担

科目
区分

授業科目の名称
科目
区分

授業科目の名称

地
域
学
科
目

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

配
当
年
次

２　授業科目の概要

【認可時又は届出時】

（１）－① 授業科目表

＜地域資源創成学研究科　地域資源創成学専攻＞
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前 　 2 　 1 　 　 1前 　 2 　 　 　 兼1

1前 　 2 　 　 　 　 兼1 1前 　 2 　 　 　 　 兼1

1前 　 2 　 1 　 　 　 1前 　 2 　 1 　 　 　

1後 　 2 　 1 　 　 　 1後 　 2 　 　 　 　 兼1

1後 　 2 　 1 　 　 　 1後 　 2 　 　 　 　 兼1

1後 　 2 　 　 1 　 　 1後 　 2 　 　 　 兼1

1後 　 2 　 　 1 　 　 1後 　 2 　 　 1 　 　

小計（7科目） - 0 14 0 2 4 0 0 0 兼1 小計（7科目） - 0 14 0 1 1 0 0 0 兼5

1後 　 2 　 1 　 　 1後 　 2 　 1 　 　

1前 　 2 　 　 　 　 　 兼1 1前 　 2 　 　 　 　 　 兼1

1前 　 2 　 　 　 兼1 1前 　 2 　 　 　 兼1

1前 　 2 　 　 　 兼1 1前 　 2 　 　 　 兼1

1後 　 2 　 　 　 兼1 1後 　 2 　 　 　 兼1

1後 　 2 　 　 　 兼1 1後 　 2 　 　 　 兼1

小計（6科目） - 0 12 0 0 1 0 0 0 兼5 小計（6科目） - 0 12 0 0 1 0 0 0 兼5

1前 　 2 　 　 　 兼2 1前 　 2 　 　 　 兼2

1前 　 2 　 　 　 兼2 1前 　 2 　 　 　 兼4

小計（2科目） - 0 4 0 0 0 0 0 0 兼4 小計（2科目） - 0 4 0 0 0 0 0 0 兼6

1前 　 2 　 兼1 1前 　 2 　 兼1

1③ 　 2 　 兼1 1③ 　 2 　 兼1

1① 　 2 　 兼1 1① 　 2 　 兼1

1① 　 2 　 兼1 1① 　 2 　 兼1

1後 　 2 　 兼1 1後 　 2 　 兼1

1後 　 2 　 兼1 1後 　 2 　 兼1

1前 　 2 　 兼1 1前 　 2 　 兼1

1前 　 2 　 兼1 1前 　 2 　 兼1

小計（8科目） - 0 16 0 0 0 0 0 0 兼8 小計（8科目） - 0 16 0 0 0 0 0 0 兼8

地
域
資
源
利
活
用
論
科
目
群

C

(

産
業
経
営
資
源
科
目

)

産業政策特論（未
開講）

交流マネジメント特
論

交流マネジメント特
論

食料・農業経済学
特論

食料・農業経済学
特論（未開講）

世界経済特論
世界経済特論（未
開講）

畜産学特論
畜産学特論（未開
講）

栽培学特論
栽培学特論（未開
講）

食品学特論
食品学特論（未開
講）

コミュニケーション
と地域活性化特論

D

(

人
文
社
会
資
源
科
目

)

地
域
資
源
利
活
用
論
科
目
群

文化地理学特論

歴史学特論

観光学特論

スポーツ文化特論

指
定
科
目

（
看
護
学
研
究
科

）

地域看護学特論

成人･老年療養支
援看護学特論

指
定
科
目

（
工
学
研
究
科

）

海岸環境工学特論

環境防災水理学特
論

廃棄物循環資源学
特論

交通計画特論

交通地盤工学

再生可能エネル
ギー論

データ解析特論

D

(

人
文
社
会
資
源
科
目

)

民俗学特論

オペレーションズ・
リサーチ特論

C

(

産
業
経
営
資
源
科
目

)

産業政策特論

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

兼
任
・
兼
担

コミュニケーション
と地域活性化特論

文化地理学特論

歴史学特論

観光学特論

スポーツ文化特論
（未開講）

民俗学特論（未開
講）

指
定
科
目

（
看
護
学
研
究
科

）

地域看護学特論
（未開講）

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

科目
区分

授業科目の名称

成人･老年療養支
援看護学特論（未
開講）

指
定
科
目

（
工
学
研
究
科

）

海岸環境工学特論
（未開講）

環境防災水理学特
論（未開講）

廃棄物循環資源学
特論（未開講）

交通計画特論（未
開講）

交通地盤工学（未
開講）

再生可能エネル
ギー論（未開講）

データ解析特論
（未開講）

オペレーションズ・
リサーチ特論（未
開講）

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前 　 2 　 1 兼2 1後 　 2 　 兼2

1後 　 2 　 1 兼2 1後 　 2 　 1 兼2

1前 　 2 　 兼1 1前 　 2 　 兼1

1前 　 2 　 兼1 1前 　 2 　 兼1

1前 　 2 　 兼1 1前 　 2 　 兼1

1前 　 2 　 兼1 1後 　 2 　 兼1

1後 　 2 　 兼1 1後 　 2 　 兼1

1前 　 2 　 1 兼2 1前 　 2 　 1 兼3

1後 　 2 　 兼2 1後 　 2 　 兼2

1前 　 2 　 兼1 1前 　 2 　 兼1

1後 　 2 　 兼1 1後 　 2 　 兼1

1前 　 2 　 1 兼2 1前 　 2 　 兼2

1前 　 2 　 兼2 1後 　 2 　 兼2

小計（13科目） - 0 26 0 1 3 0 0 0 兼19 小計（13科目） - 0 26 0 1 1 0 0 0 兼20

1後 2 　 7 10 1 　 　 1後 2 　 11 4 　 　

2前 2 　 7 10 1 　 　 2前 2 　 11 4 　 　

小計（2科目） - 4 0 0 7 10 1 0 0 小計（2科目） - 4 0 0 11 4 0 0 0

1・2
通

8 　 7 10 　 　
1・2
通

8 　 11 3 　 　

小計（1科目） - 8 0 0 7 10 0 0 0 小計（1科目） - 8 0 0 11 3 0 0 0

- 14 104 0 7 11 1 0 0 兼38 - 14 104 0 11 4 0 0 0 兼45

特
別
研
究

特別研究

合計（56科目） 合計（56科目）

卒業要件及び履修方法 卒業要件及び履修方法

【履修方法】
１　地域学科目　２単位［必修］

２　地域資源論科目群　４単位以上
　　（地域資源利活用論科目群と合せて18単位以上）［選択］

３　地域資源利活用論科目群　12単位以上
　　（地域資源論科目群と合せて18単位以上）［選択］
　　地域資源利活用論（選択科目）は、地域資源利活用論（Ａ～Ｄ）26
　　科目及び指定科目23科目のうち、６科目（12単位）以上を履修する
　　こと
　　（指定科目とする他研究科既設科目（23科目）は２科目（４単位）
　　までを修了要件の所要単位に含めることを可能とする。）

４　実践研究　４単位　［必修］

５　特別研究　８単位　［必修］

【修了要件】
　修了要件は、本研究科に２年以上在学し、所定の授業科目30単位以上を修得し、かつ
必要な教育指導を受けた上で、修士論文の審査及び最終試験に合格した者とする。ま
た、長期履修制度による在学期間は最長４年間とする。

【履修方法】
１　地域学科目　２単位［必修］

２　地域資源論科目群　４単位以上
　　（地域資源利活用論科目群と合せて16単位以上）［選択］

３　地域資源利活用論科目群　10単位以上
　　（地域資源論科目群と合せて16単位以上）［選択］
　　地域資源利活用論（選択科目）は、地域資源利活用論（Ａ～Ｄ）26
　　科目及び指定科目23科目のうち、６科目（12単位）以上を履修する
　　こと
　　（指定科目とする他研究科既設科目（23科目）は２科目（４単位）
　　までを修了要件の所要単位に含めることを可能とする。）

４　実践研究　４単位　［必修］

５　特別研究　８単位　［必修］

【修了要件】
　修了要件は、本研究科に２年以上在学し、所定の授業科目30単位以上を修得し、かつ
必要な教育指導を受けた上で、修士論文の審査及び最終試験に合格した者とする。ま
た、長期履修制度による在学期間は最長４年間とする。

資源生物学特論
（未開講）

海岸生態学特論
海岸生態学特論
（未開講）

動物生理栄養学特
論

動物生理栄養学特
論（未開講）

暖地草地管理学
暖地草地管理学
（未開講）

実
践
研
究

実践研究Ⅰ

実
践
研
究

実践研究Ⅰ

実践研究Ⅱ 実践研究Ⅱ

指
定
科
目

（
農
学
研
究
科

）

果樹園芸学特論
（未開講）

農業経営経済学特
論

農業経営経済学特
論（未開講）

農業技術発達論
農業技術発達論
（未開講）

森林経済学特論
森林経済学特論
（未開講）

水循環科学特論
水循環科学特論
（未開講）

応用生態学
応用生態学（未開
講）

国土管理保全学特
論

国土管理保全学特
論（未開講）

食品機能化学特論
食品機能化学特論
（未開講）

畜産食品科学特論
畜産食品科学特論
（未開講）

資源生物学特論

特
別
研
究

特別研究

地
域
資
源
利
活
用
論
科
目
群

指
定
科
目

（
農
学
研
究
科

）

果樹園芸学特論	

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

地
域
資
源
利
活
用
論
科
目
群

9



【令和２年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前 2 5 11 1 兼3

小計（1科目） - 2 0 0 5 11 1 0 0 兼3

1前 　 2 　 1 3 　 　

1前 　 2 　 　 　 　 　 　 兼3

1前 　 2 　 　 5 　 　 　

小計（3科目） - 0 6 0 1 8 0 0 0 兼3

1前 　 2 　 　 　 兼1

1前 　 2 　 1 　 　 　 　

1前 　 2 　 1 　 　 　

1後 　 2 　 　 1 　 　 　

1後 　 2 　 　 1 　 　 　

1後 　 2 　 　 1 　 　

小計（6科目） - 0 12 0 2 2 1 0 0 兼1

1前 　 2 　 1 　 　

1前 　 2 　 1 　 　 　

1前 　 2 　 1 　 　 　

1後 　 2 　 1 　 　 　

1後 　 2 　 1 　 　 　

1後 　 2 　 　 1 　 　

1後 　 2 　 　 1 　 　

小計（7科目） - 0 14 0 3 4 0 0 0 0

地域環境政策特論

地域経営特論

創造的組織特論

経営戦略特論

イノベーションマネ
ジメント特論

民法特論

雇用と法特論

自治体財政特論

自治体政策特論	

地域計画特論

科目
区分

授業科目の名称

地
域
学
科
目

地域学特論

地
域
資
源
論
科
目
群

地域資源特論Ⅲ
（社会科学系）

地
域
資
源
利
活
用
論
科
目
群

A

(

企
業
経
営
資
源
科
目

)

マーケティング戦
略特論

B

(

公
共
経
営
資
源
科
目

)

農村フィールド研
究特論

地域資源特論Ⅰ
（自然科学系）

地域資源特論Ⅱ
（人文科学系）

会計学特論

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前 　 2 　 　 　 兼1

1前 　 2 　 　 　 　 兼1

1前 　 2 　 1 　 　 　

1後 　 2 　 1 　 　 　

1後 　 2 　 1 　 　 　

1後 　 2 　 　 1 　 　

1後 　 2 　 　 1 　 　

小計（7科目） - 0 14 0 1 4 0 0 0 兼2

1後 　 2 　 1 　 　

1前 　 2 　 　 　 　 　 兼1

1前 　 2 　 　 　 兼1

1前 　 2 　 　 　 兼1

1後 　 2 　 　 　 兼1

1後 　 2 　 　 　 兼1

小計（6科目） - 0 12 0 0 1 0 0 0 兼5

1前 　 2 　 　 　 兼2

1前 　 2 　 　 　 兼4

小計（2科目） - 0 4 0 0 0 0 0 0 兼6

1前 　 2 　 兼1

1③ 　 2 　 兼1

1① 　 2 　 兼1

1① 　 2 　 兼1

1後 　 2 　 兼1

1後 　 2 　 兼1

1③ 　 2 　 兼1

1前 　 2 　 兼1

小計（8科目） - 0 16 0 0 0 0 0 0 兼8

地
域
資
源
利
活
用
論
科
目
群

C

(

産
業
経
営
資
源
科
目

)

食品学特論

D

(

人
文
社
会
資
源
科
目

)

民俗学特論

指
定
科
目

（
看
護
学
研
究
科

）

交通計画特論

交通地盤工学

再生可能エネル
ギー論

データ解析特論

成人･老年療養支
援看護学特論

オペレーションズ・
リサーチ特論

栽培学特論

コミュニケーション
と地域活性化特論

文化地理学特論

歴史学特論

観光学特論

スポーツ文化特論

地域看護学特論

海岸環境工学特論

環境防災水理学特
論

廃棄物循環資源学
特論

指
定
科
目

（
工
学
研
究
科

）

産業政策特論

交流マネジメント特
論

食料・農業経済学
特論

世界経済特論

畜産学特論

兼
任
・
兼
担

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置

11



必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1後 　 2 　 1 兼2

1後 　 2 　 1 兼2

1前 　 2 　 兼1

1前 　 2 　 兼1

1前 　 2 　 兼1

1後 　 2 　 兼1

1後 　 2 　 兼1

1前 　 2 　 1 兼2

1後 　 2 　 兼2

1前 　 2 　 兼1

1後 　 2 　 兼1

1前 　 2 　 1 兼2

1後 　 2 　 兼2

小計（13科目） - 0 26 0 1 3 0 0 0 兼19

1後 2 　 6 10 1 　 　

2前 2 　 6 10 1 　 　

小計（2科目） - 4 0 0 6 10 1 0 0

1・2
通

8 　 6 10 　 　

小計（1科目） - 8 0 0 6 10 0 0 0

- 14 104 0 6 11 1 0 0 兼41合計（56科目）

【履修方法】
１　地域学科目　２単位［必修］

２　地域資源論科目群　４単位以上
　　（地域資源利活用論科目群と合せて16単位以上）［選択］

３　地域資源利活用論科目群　10単位以上
　　（地域資源論科目群と合せて16単位以上）［選択］
　　地域資源利活用論（選択科目）は、地域資源利活用論（Ａ～Ｄ）26
　　科目及び指定科目23科目のうち、６科目（12単位）以上を履修する
　　こと
　　（指定科目とする他研究科既設科目（23科目）は２科目（４単位）
　　までを修了要件の所要単位に含めることを可能とする。）

４　実践研究　４単位　［必修］

５　特別研究　８単位　［必修］

【修了要件】
　修了要件は、本研究科に２年以上在学し、所定の授業科目30単位以上を修得し、かつ
必要な教育指導を受けた上で、修士論文の審査及び最終試験に合格した者とする。ま
た、長期履修制度による在学期間は最長４年間とする。

実
践
研
究

実践研究Ⅱ

特
別
研
究

特別研究

実践研究Ⅰ

果樹園芸学特論	

農業経営経済学特
論

農業技術発達論

畜産食品科学特論

資源生物学特論

海岸生態学特論

動物生理栄養学特
論

地
域
資
源
利
活
用
論
科
目
群

指
定
科
目

（
農
学
研
究
科

）

暖地草地管理学

森林経済学特論

水循環科学特論

応用生態学

国土管理保全学特
論

食品機能化学特論

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担
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（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・  認可申請書又は設置届出書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教育課程等の概要」を確認してください。

　　　・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の授業科目全て（兼任、兼担教員が担当する科目を含む。）を

　　　　黒字で記入してください。その上で、各年度については、認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても科目名の後ろに「（未開講）」として記入してください。

　　　・　１ページ目には認可時又は届出時と報告年度２つの表を記入してください。

　　　・　不要な年度（令和元年度開設であれば平成３０年度）の表は適宜削除してください。

　　　　（２つの表が１ページに表示されるようにしてください。）

　　　・　専門職大学等の場合、「実験、実習又は実技による授業科目」には「【※】」、「臨地実務実習」による授業科目には「【臨】」、

　　　　　「連携実務演習」による授業科目には「【連】」を授業科目の名称の右側に記入してください。

【令和２年度】

【令和３年度】

（注）・  ２（１）ー① 授業科目表に記入された各年度における変更内容（配当年次の変更、専任教員等の配置の変更、

　　　　授業科目名の変更、新規科目の追加など）を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　変更内容には、授業科目の未開講や廃止については記入しないでください。

　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除してください。

科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに、［　］内に、設置時の計画からの増減を

　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

・令和元年3月辞職により、「産業政策特論」の専任教員等の配置を「教授1」から「兼1」へ変更。
・授業科目の充実のためにより、「成人･老年療養支援看護学特論」の専任教員等の配置を「兼2」から「兼4」へ変更。
・授業科目の充実のためにより、「データ解析特論」の配当年次を「1前」から「1③」へ変更。
・授業科目の充実のためにより、「果樹園芸学特論」の配当年次を「1前」から「1後」へ変更。
・授業科目の充実のためにより、「応用生態学」の配当年次を「1前」から「1後」へ変更。
・授業科目の充実のためにより、「暖地草地管理学」の配当年次を「1前」から「1後」へ変更。
・令和元年3月辞職により、「実践研究Ⅰ」の専任教員等の配置を「教授7、准教授10、講師1」から「教授6、准教授10、講師1」へ変更。
・令和元年3月辞職により、「実践研究Ⅱ」の専任教員等の配置を「教授7、准教授10、講師1」から「教授6、准教授10、講師1」へ変更。
・令和元年3月辞職により、「特別研究」の専任教員等の配置を「教授7、准教授10」から「教授6、准教授10」へ変更。
・申請時の誤記の修正により、「２　地域資源論科目群　４単位以上（地域資源利活用論科目群と合せて18単位以上）［選択］」を
「２　地域資源論科目群　４単位以上（地域資源利活用論科目群と合せて16単位以上）［選択］」へ変更。
・申請時の誤記の修正により、「３　地域資源利活用論科目群　12単位以上（地域資源論科目群と合せて18単位以上）［選択］」を
「３　地域資源利活用論科目群　10単位以上（地域資源論科目群と合せて16単位以上）［選択］」へ変更。

　　　　 　　　　

・令和2年9月及び令和3年3月辞職、令和3年4月昇任により、「地域学特論」の専任教員等の配置を「教授5、准教授11、講師1」から「教授
10、准教授4、兼6」へ変更。
・令和2年9月及び令和3年3月辞職、令和3年4月昇任により、「地域資源特論Ⅰ（自然科学系）」の専任教員等の配置を「教授1、准教授3」か
ら「教授1、准教授1、兼2」へ変更。
・令和3年3月辞職、令和3年4月昇任により、「地域資源特論Ⅲ（社会科学系）」の専任教員等の配置を「准教授5」から「教授3、准教授1、兼
1」へ変更。
・令和3年4月昇任により、「経営戦略特論」の専任教員等の配置を「准教授1」から「教授1」へ変更。
・令和3年4月昇任により、「イノベーションマネジメント特論」の専任教員等の配置を「准教授1」から「教授1」へ変更。
・令和3年4月昇任により、「マーケティング戦略特論」の専任教員等の配置を「講師1」から「准教授1」へ変更。
・令和3年4月昇任により、「民法特論」の専任教員等の配置を「准教授1」から「教授1」へ変更。
・令和3年4月昇任により、「雇用と法特論」の専任教員等の配置を「准教授1」から「教授1」へ変更。
・令和3年4月昇任により、「地域環境政策特論」の専任教員等の配置を「准教授1」から「教授1」へ変更。
・令和3年4月昇任により、「食料・農業経済学特論」の専任教員等の配置を「准教授1」から「教授1」へ変更。
・令和3年3月辞職により、「世界経済特論」の専任教員等の配置を「准教授1」から「兼1」へ変更。
・令和3年3月辞職により、「畜産学特論」の専任教員等の配置を「教授1」から「兼1」へ変更。
・令和2年9月辞職により、「栽培学特論」の専任教員等の配置を「准教授1」から「兼1」へ変更。
・授業科目の充実のためにより、「データ解析特論」の配当年次を「1③」から「1前」へ変更。
・令和2年9月辞職により、「果樹園芸学特論」の専任教員等の配置を「准教授1、兼2」から「兼2」へ変更。
・令和3年4月昇任により、「農業経営経済学特論」の専任教員等の配置を「准教授1、兼2」から「教授1、兼2」へ変更。
・授業科目の充実のためにより、「食品機能化学特論」の専任教員等の配置を「准教授1、兼2」から「准教授1、兼3」へ変更。
・令和3年3月辞職により、「動物生理栄養学特論」の専任教員等の配置を「教授1、兼2」から「兼2」へ変更。
・令和2年9月及び令和3年3月辞職、令和3年4月昇任、担当教員の追加により、「実践研究Ⅰ」の専任教員等の配置を「教授6、准教授10、講師
1」から「教授11、准教授4」へ変更。
・令和2年9月及び令和3年3月辞職、令和3年4月昇任、担当教員の追加により、「実践研究Ⅱ」の専任教員等の配置を「教授6、准教授10、講師
1」から「教授11、准教授4」へ変更。
・令和2年9月及び令和3年3月辞職、令和3年4月昇任、担当教員の追加により、「特別研究」の専任教員等の配置を「教授6、准教授10」から
「教授11、准教授3」へ変更。

設置時の計画

必修 選択 自由選択 自由
備考

[　0　]

計（Ａ）

56

[　0　]

必修

4

計

変更状況

52 0 56

[　0　] [　0　]

4 52 0

　　　　

（２） 授業科目数

　　　　

（１）－②授業科目表に関する変更内容
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　配当年次に達しているにも関わらず、何らかの理由で未開講となっている授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　設置時の計画にあり、何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する大学の所見、

　　　　学生への周知方法、今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

0

56

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように
　　　　留意してください。

　　　　ください。

＝ 0 ％
未開講科目（３）と廃止科目（４）の計

設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）
＝

（３） 未開講科目

未開講の理由，代替措置の有無

　　　　ください。

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

（４） 廃止科目

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」として記入してください。

廃止の理由，代替措置の有無

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

該当なし

該当なし

該当なし
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備考

大学全体

大学全体

大学全体

改修工事等に伴う増減
（３）

大学全体

校舎面積：誤記のため
修正（３）

学部単位での特定が不
可能であるため、大学
全体の数

設備更新及び充実化等
に伴う増減（２）

図書館改修工事等に伴
う図書、学術雑誌、視
聴覚資料の増減、
新規購入・寄附受入等
したことによる機械・
器具の増（３）

武道場、弓道場、多目的グラウンド、球技コート、テニスコート、プール

(１) 区　　 分

校 舎 敷 地

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少、建築計画の遅延）がある場合には、「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。

図書購入費

千円

千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

経費
の見
積り

学生納付金以外の維持方法の概要

区　　　　分 開設年度

共 同 研 究 費 等 千円 千円 千円

第６年次

千円

　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

0㎡ 0㎡ 386,343㎡386,343㎡

（　109,829㎡）
(  129,974㎡)

(２) 校　　　　　舎

　　　・　「(５)図書・設備」については、上段に完成年度の予定数値を、下段には令和３年５月１日現在の数値を記入してください。

（注）・　設置時の計画を、申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合、　　　　

新設学部等の名称 室　　　　　　数

地域資源創成学研究科 室

冊

15,014〔4,476〕
20,491〔10,152〕

19

視聴覚資料

千円千円 千円

千円

設備購入費

３　施設・設備の整備状況，経費

0㎡
109,829㎡
129,974㎡

（　109,829㎡）
(  129,974㎡)

7,850,244㎡ 0㎡

計

109,829㎡
129,974㎡

0㎡

（　　　　　　0㎡） （　　　　　　0㎡）

校
　
　
地
　
　
等

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

運動場用地

小　　　計

区　　　　　分

494,130㎡

内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

専　　　用

学生１人当
り

納付金

第１年次 第２年次 第３年次

千円 千円

第４年次 第５年次

(628,873
〔183,596〕)

7,850,244㎡

語学学習施設

（補助職員　0人）

1室

情報処理学習施設

1室

（補助職員　0人）

( 70 )

0㎡

電子ジャーナル

面　　　　　積

千円

千円

千円 千円

開設年度

面　　　　　積

区　　分

閲 覧 座 席 数

(628,873
〔183,596〕)

(15,014〔4,476〕)
（20,491

(5,803〔5,803〕)
（5,670〔5,670〕）

点

4,444㎡

体育館以外のスポーツ施設の概要

点

107,787㎡ 0㎡

628,873〔183,596〕
629,325〔183,095〕

図　　書 学術雑誌

〔うち外国書〕

〔うち外国書〕

機械・器具 標　　本
〔うち外国書〕

5,803〔5,803〕
5,670〔5,670〕

5,090
4,212

39,788
37,735

70

5,803〔5,803〕
5,670〔5,670〕

(15,014〔4,476〕)
（20,491

0㎡

図
書
・
設
備

(５)

計

15,014〔4,476〕
20,491〔10,152〕

種

○○学部

628,873〔183,596〕
629,325〔183,095〕

講　義　室

30室
(３) 教　　室　　等

演　習　室

(４) 専任教員研究室

(７) 体　　育　　館

開設前年度 完成年度

553,694
595,972

494,130㎡

0㎡ 7,356,114㎡

1室

実験実習室

7室

完成年度

853
1,057

(5,803〔5,803〕)
（5,670〔5,670〕）

(5,090)
(4,212)

(39,788)
(37,735)

収 納 可 能 冊 数

5,090
4,212

39,788
37,735

70

(39,788)
(37,735)

( 70 )
(5,090)
(4,212)

点

　

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、黒字で記入してください。

大学全体

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては、変更部分を赤字で見え消し修正するとともに、

　　　　その理由及び報告年度「（２）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は、その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

0㎡

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお、「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を、その他の

そ　の　他

合　　　計

7,356,114㎡

(８)

(６) 図　　書　　館

新設学部等
の名称

教員１人当り研究費等

7,005
6881㎡

107,787㎡

0㎡ 0㎡
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４．既設大学等の状況

大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 8
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

0 備　　考

年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度 年度

人

教育学部

　学校教育課程 4 120 0 480 学士
（教育学）

1.05 1.07 - 平成28 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１

教育文化学部

　人間社会課程 - - - - - - - - 平成20 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１
平成28年度学生
募集停止

医学部

　医学科 6 110 - 660 学士
（医学）

0.99 0.99 令和2 平成15 宮崎県宮崎市清武町木原5200 定員変更（10）

　看護学科 4 60 - 250 学士
（看護学）

1.02 1.03 - 平成15 宮崎県宮崎市清武町木原5200

工学部

　工学科 4 370 - 370 学士
（工学）

1.00 1.00 令和3 令和3 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１

　環境応用化学科 4 - - 174 学士
（工学）

- - - 平成24 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１
令和3年度学生募
集停止

　社会環境システム工学科 4 - - 159 学士
（工学）

- - - 平成24 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１
令和3年度学生募
集停止

　環境ロボティクス学科 4 - - 147 学士
（工学）

- - - 平成24 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１
令和3年度学生募
集停止

　機械設計システム工学科 4 - - 162 学士
（工学）

- - - 平成24 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１
令和3年度学生募
集停止

　電子物理工学科 4 - - 159 学士
（工学）

- - - 平成24 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１
令和3年度学生募
集停止

　電気システム工学科 4 - - 147 学士
（工学）

- - - 平成24 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１
令和3年度学生募
集停止

　情報システム工学科 4 - - 162 学士
（工学）

- - - 平成24 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１
令和3年度学生募
集停止

　学部共通
3年次
10

20

農学部

　植物生産環境科学科 4 52 - 208 学士
（農学）

1.03 1.03 - 平成22 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１

　森林緑地環境科学科 4 52 - 208 学士
（農学）

1.03 1.01 - 平成22 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１

　応用生物科学科 4 57 - 228 学士
（農学）

1.03 1.00 - 平成22 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１

　海洋生物環境学科 4 33 - 132 学士
（農学）

1.04 1.00 - 平成22 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１

　畜産草地科学科 4 61 - 244 学士
（農学）

1.00 1.01 - 平成22 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１

　獣医学科 6 30 - 180 学士
（獣医学）

1.05 1.06 - 平成22 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１

地域資源創成学部

　地域資源創成学科 4 90 - 360
学士

（地域資源
創成学）

1.04 1.05 - 平成28

大学全体 - 1,035
3年次

10
4,450 - - - - - -

令和3年度3年次
編入学募集停止
(10)

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

平均入学
定員

超過率

令和3年度
入学定員
超過率

　宮　崎　大　学

学位又
は称号

開設
年度

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

所　在　地

16



大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 2
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

1 備　　考

年 人 年次 人 倍 倍

人

教育学研究科

（専門職学位課程）

　教職実践開発専攻 2 20 - 40
教職
修士

(専門職)
1.00 0.75 令和2 令和2 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１

（修士課程）

　学校教育支援専攻 - - - - 修士
（教育学）

- - - 平成20 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１
令和2年度
学生募集停止

看護学研究科

（修士課程）

　看護学専攻 2 10 - 20 修士
（看護学）

1.10 1.00 - 平成26 宮崎県宮崎市清武町木原5200

工学研究科

（修士課程）

　工学専攻 2 134 - 268 修士
（工学）

1.02 1.10 - 平成28 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１

農学研究科

（修士課程）

　農学専攻 2 68 - 136 修士
（農学）

0.96 0.86 - 平成26 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１

修士
（水産学）

修士
（学術）

地域資源創成学研究科

（修士課程）

　地域資源創成学専攻 2 5 - 10
修士

（地域資源
創成学）

1.30 1.20 令和2 令和2 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１

医学獣医学総合研究科

（修士課程）

　医科学獣医科学専攻 2 10 - 20 修士
（医学）

0.95 0.70 - 平成26 宮崎県宮崎市清武町木原5200

修士
（動物

医科学）

（博士課程）

　医学獣医学専攻 4 23 - 92 博士
（医学）

1.19 1.04 - 平成22 宮崎県宮崎市清武町木原5200

博士
（獣医学）

医学系研究科

（博士課程）

　医学専攻 - - - - 博士
（医学）

- - - 平成20 宮崎県宮崎市清武町木原5200
平成22年度
学生募集停止

農学工学総合研究科

（博士後期課程）

　資源環境科学専攻 3 7 - 21 博士
（農学）

1.13 1.28 - 平成19 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１

博士
（工学）

　生物機能応用科学専攻 3 4 - 12 博士
（学術）

0.66 1.25 - 平成19 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１

　物質・情報工学専攻 3 5 - 15 博士
（工学）

1.06 0.80 - 平成19 宮崎県宮崎市学園木花台西１－１

博士
（学術）

大学院全体 - 286 - 634 - - - - - -

令和3年度
入学定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

所　在　地

　　宮　崎　大　学　大　学　院

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率
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（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学（大学院含む）、短期大学及び

　　　　高等専門学校についてそれぞれの学校ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。

　　　　（専攻科及び別科を除く）。なお、調査対象の学科等が設置されている大学から順に記載してください

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　・本年度ＡＣ対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の

　　　　入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を

　　　　記入してください。
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【認可時又は届出時】 【令和２年度】 【令和３年度】

専 教授

谷田貝　孝

＜令和2年4月＞
博士（政策研究）

専 教授

谷田貝　孝

＜令和2年4月＞
博士（政策研究）

専 教授

谷田貝　孝

＜令和2年4月＞
博士（政策研究）

地域学特論
創造的組織特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
創造的組織特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
創造的組織特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

専 教授 専 教授 専 教授地域学特論
地域経営特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域経営特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域経営特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

専 教授

撫　年浩

＜令和2年4月＞
博士（農学）

専 教授

撫　年浩

＜令和2年4月＞
博士（農学）

兼任
非常
勤講
師

撫　年浩

＜令和3年4月＞
博士（農学）

地域学特論
地域資源特論Ⅰ（自然科学系）
畜産学特論
動物生理栄養学特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域資源特論Ⅰ（自然科学系）
畜産学特論
動物生理栄養学特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域資源特論Ⅰ（自然科学系）
畜産学特論

専 教授

桑野　斉

＜令和2年4月＞
修士（公法学）

専 教授

桑野　斉

＜令和2年4月＞
修士（公法学）

専 教授

桑野　斉

＜令和2年4月＞
修士（公法学）

地域学特論
自治体政策特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
自治体政策特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
自治体政策特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

専 教授 専 教授 専 教授地域学特論
地域計画特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域計画特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域計画特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

５　教員組織の状況

＜地域資源創成学研究科　地域資源創成学専攻＞

（１）ー① 担当教員表

入谷　貴夫

＜令和2年4月＞
博士（経済学）

入谷　貴夫

＜令和2年4月＞
博士（経済学）

入谷　貴夫

＜令和2年4月＞
博士（経済学）

自治体財政特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

自治体財政特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

自治体財政特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

の別　 の別　の別　

兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・ 専任・

職名

専
教授

専
教授

兼任　

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名

熊野　稔

＜令和2年4月＞
博士（工学）

専
教授

熊野　稔

＜令和2年4月＞
博士（工学）

熊野　稔

＜令和2年4月＞
博士（工学）

根岸　裕孝

＜令和2年4月＞
博士（経済学）

根岸　裕孝

＜令和2年4月＞
博士（経済学）

根岸　裕孝

＜令和2年4月＞
博士（経済学）
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の別　 の別　の別　

兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・ 専任・

職名

兼任　

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名

専
准教
授

丹生　晃隆

＜令和2年4月＞
経営修士（専門職）

専
准教
授

丹生　晃隆

＜令和2年4月＞
経営修士（専門職）

専 教授

丹生　晃隆

＜令和3年4月＞
経営修士（専門職）

地域学特論
地域資源特論Ⅲ（社会科学系）
イノベーションマネジメント特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域資源特論Ⅲ（社会科学系）
イノベーションマネジメント特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域資源特論Ⅲ（社会科学系）
イノベーションマネジメント特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

専
准教
授

近藤　友大

＜令和2年4月＞
博士（農学）

専
准教
授

近藤　友大

＜令和2年4月＞
博士（農学）

兼任
非常
勤講
師

近藤　友大

＜令和2年10月＞
博士（農学）

地域学特論
地域資源特論Ⅰ（自然科学系）
栽培学特論
果樹園芸学特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域資源特論Ⅰ（自然科学系）
栽培学特論
果樹園芸学特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域資源特論Ⅰ（自然科学系）
栽培学特論

専
准教
授

小山　大介

＜令和2年4月＞
博士（経済学）

専
准教
授

小山　大介

＜令和2年4月＞
博士（経済学）

兼任
非常
勤講
師

小山　大介

＜令和3年4月＞
博士（経済学）

地域学特論
地域資源特論Ⅲ（社会科学系）
世界経済特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域資源特論Ⅲ（社会科学系）
世界経済特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域資源特論Ⅲ（社会科学系）
世界経済特論

専
准教
授

金岡　保之

＜令和2年4月＞
ビジネス修士（専門職）

専
准教
授

金岡　保之

＜令和2年4月＞
ビジネス修士（専門職）

専 教授

金岡　保之

＜令和3年4月＞
ビジネス修士（専門職）

地域学特論
経営戦略特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
経営戦略特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
経営戦略特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

専
准教
授

井上　果子

＜令和2年4月＞
博士（国際協力学）

専
准教
授

井上　果子

＜令和2年4月＞
博士（国際協力学）

専
准教
授

井上　果子

＜令和2年4月＞
博士（国際協力学）

地域学特論
農村フィールド研究特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
農村フィールド研究特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
農村フィールド研究特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

専
准教
授

足立　文美恵

＜令和2年4月＞
修士（法学）

専
准教
授

足立　文美恵

＜令和2年4月＞
修士（法学）

専 教授

足立　文美恵

＜令和3年4月＞
修士（法学）

地域学特論
民法特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
民法特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
民法特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

専 教授

吉田　雅彦

＜令和2年4月＞
博士（経済学）

兼任
非常
勤講
師

吉田　雅彦

＜令和2年4月＞
博士（経済学）

兼任
非常
勤講
師

吉田　雅彦

＜令和2年4月＞
博士（経済学）

産業政策特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

産業政策特論 産業政策特論
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の別　 の別　の別　

兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・ 専任・

職名

兼任　

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名

兼担 教授

中村　周作

＜令和2年4月＞
博士(地理学)

兼担 教授

中村　周作

＜令和2年4月＞
博士(地理学)

兼担 教授

中村　周作

＜令和2年4月＞
博士(地理学)

地域学特論
地域資源特論Ⅱ（人文科学系）
文化地理学特論

地域学特論
地域資源特論Ⅱ（人文科学系）
文化地理学特論

地域学特論
地域資源特論Ⅱ（人文科学系）
文化地理学特論

専 講師

土屋　有

＜令和2年4月＞
修士（経営情報学）

専 講師

土屋　有

＜令和2年4月＞
修士（経営情報学）

専
准教
授

土屋　有

＜令和3年4月＞
修士（経営情報学）

地域学特論
マーケティング戦略特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ

地域学特論
マーケティング戦略特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ

地域学特論
マーケティング戦略特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ

専
准教
授

山﨑　有美

＜令和2年4月＞
博士（農学）

専
准教
授

山﨑　有美

＜令和2年4月＞
博士（農学）

専
准教
授

山﨑　有美

＜令和2年4月＞
博士（農学）

地域学特論
地域資源特論Ⅰ（自然科学系）
食品学特論
食品機能化学特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域資源特論Ⅰ（自然科学系）
食品学特論
食品機能化学特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域資源特論Ⅰ（自然科学系）
食品学特論
食品機能化学特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

専
准教
授

丸山　亜子

＜令和2年4月＞
修士（法学）

専
准教
授

丸山　亜子

＜令和2年4月＞
修士（法学）

専 教授

丸山　亜子

＜令和3年4月＞
修士（法学）

地域学特論
地域資源特論Ⅲ（社会科学系）
雇用と法特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域資源特論Ⅲ（社会科学系）
雇用と法特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域資源特論Ⅲ（社会科学系）
雇用と法特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

専
准教
授

福島　三穂子

＜令和2年4月＞
Ph.D.Sociology（英国）

専
准教
授

福島　三穂子

＜令和2年4月＞
Ph.D.Sociology（英国）

専
准教
授

福島　三穂子

＜令和2年4月＞
Ph.D.Sociology（英国）

地域学特論
地域資源特論Ⅲ（社会科学系）
コミュニケーションと地域活性化
特論

地域学特論
地域資源特論Ⅲ（社会科学系）
コミュニケーションと地域活性化
特論

地域学特論
地域資源特論Ⅲ（社会科学系）
コミュニケーションと地域活性化
特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

専
准教
授

西　和盛

＜令和2年4月＞
博士（農学）

専
准教
授

西　和盛

＜令和2年4月＞
博士（農学）

専 教授

西　和盛

＜令和3年4月＞
博士（農学）

地域学特論
地域資源特論Ⅲ（社会科学系）
食料・農業経済学特論
農業経営経済学特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域資源特論Ⅲ（社会科学系）
食料・農業経済学特論
農業経営経済学特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域資源特論Ⅲ（社会科学系）
食料・農業経済学特論
農業経営経済学特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

専
准教
授

戸敷　浩介

＜令和2年4月＞
博士（国際文化）

専
准教
授

戸敷　浩介

＜令和2年4月＞
博士（国際文化）

専 教授

戸敷　浩介

＜令和3年4月＞
博士（国際文化）

地域学特論
地域資源特論Ⅰ（自然科学系）
地域環境政策特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域資源特論Ⅰ（自然科学系）
地域環境政策特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究

地域学特論
地域資源特論Ⅰ（自然科学系）
地域環境政策特論
実践研究Ⅰ
実践研究Ⅱ
特別研究
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の別　 の別　の別　

兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・ 専任・

職名

兼任　

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名

兼担 教授

宇田津　徹朗

＜令和2年4月＞
農学博士

兼担 教授

宇田津　徹朗

＜令和2年4月＞
農学博士

兼担 教授

宇田津　徹朗

＜令和2年4月＞
農学博士

農業技術発達論 農業技術発達論 農業技術発達論

兼担 教授

岩槻　幸雄

＜令和2年4月＞
農学博士

兼担 教授

岩槻　幸雄

＜令和2年4月＞
農学博士

兼担 教授

岩槻　幸雄

＜令和2年4月＞
農学博士

資源生物学特論 資源生物学特論 資源生物学特論

兼担 教授

山本　直之

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担 教授

山本　直之

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担 教授

山本　直之

＜令和2年4月＞
博士(農学)

農業経営経済学特論 農業経営経済学特論 農業経営経済学特論

兼担 教授

鉄村　琢哉

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担 教授

鉄村　琢哉

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担 教授

鉄村　琢哉

＜令和2年4月＞
博士(農学)

果樹園芸学特論 果樹園芸学特論 果樹園芸学特論

兼担 教授

廿日出　勇

＜令和2年4月＞
博士(理学)

兼担 教授

廿日出　勇

＜令和2年4月＞
博士(理学)

兼担 教授

廿日出　勇

＜令和2年4月＞
博士(理学)

データ解析特論 データ解析特論 データ解析特論

兼担 教授

吉野　賢二

＜令和2年4月＞
博士(工学)

兼担 教授

吉野　賢二

＜令和2年4月＞
博士(工学)

兼担 教授

吉野　賢二

＜令和2年4月＞
博士(工学)

再生可能エネルギー論 再生可能エネルギー論 再生可能エネルギー論

兼担 教授

入江　光輝

＜令和2年4月＞
博士(工学)

兼担 教授

入江　光輝

＜令和2年4月＞
博士(工学)

兼担 教授

入江　光輝

＜令和2年4月＞
博士(工学)

環境防災水理学特論 環境防災水理学特論 環境防災水理学特論

兼担 教授

村上　啓介

＜令和2年4月＞
博士(工学)

兼担 教授

村上　啓介

＜令和2年4月＞
博士(工学)

兼担 教授

村上　啓介

＜令和2年4月＞
博士(工学)

海岸環境工学特論 海岸環境工学特論 海岸環境工学特論

兼担 教授

柳田　俊彦

＜令和2年4月＞
博士(医学)

兼担 教授

柳田　俊彦

＜令和2年4月＞
博士(医学)

兼担 教授

柳田　俊彦

＜令和2年4月＞
博士(医学)

成人･老年療養支援看護学特論 成人･老年療養支援看護学特論 成人･老年療養支援看護学特論

兼担 教授

鶴田　来美

＜令和2年4月＞
修士(看護学)

兼担 教授

鶴田　来美

＜令和2年4月＞
修士(看護学)

兼担 教授

鶴田　来美

＜令和2年4月＞
修士(看護学)

地域看護学特論 地域看護学特論 地域看護学特論

兼担 教授

藤井　久美子

＜令和2年4月＞
博士(言語文化学)

兼担 教授

藤井　久美子

＜令和2年4月＞
博士(言語文化学)

兼担 教授

藤井　久美子

＜令和2年4月＞
博士(言語文化学)

地域学特論
地域資源特論Ⅱ（人文科学系）
観光学特論

地域学特論
地域資源特論Ⅱ（人文科学系）
観光学特論

地域学特論
地域資源特論Ⅱ（人文科学系）
観光学特論

兼担 教授

関　周一

＜令和2年4月＞
博士(文学)

兼担 教授

関　周一

＜令和2年4月＞
博士(文学)

兼担 教授

関　周一

＜令和2年4月＞
博士(文学)

地域学特論
地域資源特論Ⅱ（人文科学系）
歴史学特論

地域学特論
地域資源特論Ⅱ（人文科学系）
歴史学特論

地域学特論
地域資源特論Ⅱ（人文科学系）
歴史学特論
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の別　 の別　の別　

兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・ 専任・

職名

兼任　

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名

兼担
准教
授

池田　諭

＜令和2年4月＞
博士(学術) 兼担

准教
授

池田　諭

＜令和2年4月＞
博士(学術) 兼担

准教
授

池田　諭

＜令和2年4月＞
博士(学術)

オペレーションズ・リサーチ特論 オペレーションズ・リサーチ特論 オペレーションズ・リサーチ特論

兼担
准教
授

福林　良典

＜令和2年4月＞
博士(工学)

兼担
准教
授

福林　良典

＜令和2年4月＞
博士(工学)

兼担
准教
授

福林　良典

＜令和2年4月＞
博士(工学)

交通地盤工学 交通地盤工学 交通地盤工学

兼担
准教
授

嶋本　寛

＜令和2年4月＞
博士(工学)

兼担
准教
授

嶋本　寛

＜令和2年4月＞
博士(工学)

兼担
准教
授

嶋本　寛

＜令和2年4月＞
博士(工学)

交通計画特論 交通計画特論 交通計画特論

兼担
准教
授

関戸　知雄

＜令和2年4月＞
博士(工学)

兼担
准教
授

関戸　知雄

＜令和2年4月＞
博士(工学)

兼担
准教
授

関戸　知雄

＜令和2年4月＞
博士(工学)

廃棄物循環資源学特論 廃棄物循環資源学特論 廃棄物循環資源学特論

兼担
准教
授

吉永　砂織

＜令和2年4月＞
博士(医学)

兼担
准教
授

吉永　砂織

＜令和2年4月＞
博士(医学)

兼担
准教
授

吉永　砂織

＜令和2年4月＞
博士(医学)

地域看護学特論 地域看護学特論 地域看護学特論

兼担
准教
授

井戸田　幸子

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担
准教
授

井戸田　幸子

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担 教授

井戸田　幸子

＜令和2年6月＞
博士(農学)

暖地草地管理学 暖地草地管理学 暖地草地管理学

兼担
准教
授

高橋　俊浩

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担
准教
授

高橋　俊浩

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担
准教
授

高橋　俊浩

＜令和2年4月＞
博士(農学)

動物生理栄養学特論 動物生理栄養学特論 動物生理栄養学特論

兼担 教授

木下 由美子

＜令和2年4月＞
博士（看護学）

兼担 教授

木下 由美子

＜令和2年4月＞
博士（看護学）

成人・老年療養支援看護学特論 成人・老年療養支援看護学特論

兼担 教授

川島　知之

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担 教授

川島　知之

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担 教授

川島　知之

＜令和2年4月＞
博士(農学)

動物生理栄養学特論 動物生理栄養学特論 動物生理栄養学特論

兼担 教授

河原　聡

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担 教授

河原　聡

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担 教授

河原　聡

＜令和2年4月＞
博士(農学)

畜産食品科学特論 畜産食品科学特論 畜産食品科学特論

兼担 教授

山﨑　正夫

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担 教授

山﨑　正夫

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担 教授

山﨑　正夫

＜令和2年4月＞
博士(農学)

食品機能化学特論 食品機能化学特論 食品機能化学特論

兼担 教授

西脇　亜也

＜令和2年4月＞
農学博士

兼担 教授

西脇　亜也

＜令和2年4月＞
農学博士

兼担 教授

西脇　亜也

＜令和2年4月＞
農学博士

応用生態学 応用生態学 応用生態学

兼担 教授

藤掛　一郎

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担 教授

藤掛　一郎

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担 教授

藤掛　一郎

＜令和2年4月＞
博士(農学)

森林経済学特論 森林経済学特論 森林経済学特論
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の別　 の別　の別　

兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・ 専任・

職名

兼任　

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名

兼任
非常
勤
講師

出口　近士

＜令和2年4月＞
工学博士

兼担 教授

出口　近士

＜令和2年4月＞
工学博士

兼担 教授

出口　近士

＜令和2年4月＞
工学博士

交流マネジメント特論 交流マネジメント特論 交流マネジメント特論

兼任
非常
勤
講師

園　弘子

＜令和2年4月＞
修士(商学)

兼任
非常
勤
講師

園　弘子

＜令和2年4月＞
修士(商学)

兼任
非常
勤
講師

園　弘子

＜令和2年4月＞
修士(商学)

会計学特論 会計学特論 会計学特論

兼任
非常
勤
講師

永松　敦

＜令和2年4月＞
学術博士

兼任
非常
勤
講師

永松　敦

＜令和2年4月＞
学術博士

兼任
非常
勤
講師

永松　敦

＜令和2年4月＞
学術博士

民俗学特論 民俗学特論 民俗学特論

兼担 助教

村瀬　敦宣

＜令和2年4月＞
博士(海洋科学)

兼担
助教
准教
授

村瀬　敦宣

＜令和2年1月＞
博士(海洋科学)

兼担
准教
授

村瀬　敦宣

＜令和2年1月＞
博士(海洋科学)

海岸生態学特論 海岸生態学特論 海岸生態学特論

兼担 講師

石垣　元気

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担 講師

石垣　元気

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担 講師

石垣　元気

＜令和2年4月＞
博士(農学)

暖地草地管理学 暖地草地管理学 暖地草地管理学

兼担 講師

竹山　ゆみ子

＜令和2年4月＞
修士(看護学)

兼担 講師

竹山　ゆみ子

＜令和2年4月＞
修士(看護学)

兼担 講師

竹山　ゆみ子

＜令和2年4月＞
修士(看護学)

成人･老年療養支援看護学特論 成人･老年療養支援看護学特論 成人･老年療養支援看護学特論

兼担
准教
授

金岡 麻希

＜令和2年4月＞
博士（看護学） 兼担

准教
授

金岡　麻希

＜令和2年4月＞
博士（看護学）

成人・老年療養支援看護学特論 成人・老年療養支援看護学特論

兼担
准教
授

仲西 友紀

＜令和2年4月＞
博士(薬学)

兼担
准教
授

仲西 友紀

＜令和2年4月＞
博士(薬学)

兼担
准教
授

仲西　友紀

＜令和2年4月＞
博士(薬学)

畜産食品科学特論 畜産食品科学特論 畜産食品科学特論

兼担
准教
授

西山　和夫

＜令和2年4月＞
農学博士

兼担
准教
授

西山　和夫

＜令和2年4月＞
農学博士

兼担
准教
授

西山　和夫

＜令和2年4月＞
農学博士

食品機能化学特論 食品機能化学特論 食品機能化学特論

兼担
准教
授

篠原　慶規

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担
准教
授

篠原　慶規

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担
准教
授

篠原　慶規

＜令和2年4月＞
博士(農学)

国土管理保全学特論 国土管理保全学特論 国土管理保全学特論

兼担
准教
授

竹下　伸一

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担
准教
授

竹下　伸一

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担
准教
授

竹下　伸一

＜令和2年4月＞
博士(農学)

水循環科学特論 水循環科学特論 水循環科学特論

兼担
准教
授

狩野　秀之

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担
准教
授

狩野　秀之

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担
准教
授

狩野　秀之

＜令和2年4月＞
博士(農学)

農業経営経済学特論 農業経営経済学特論 農業経営経済学特論

兼担
准教
授

本勝　千歳

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担
准教
授

本勝　千歳

＜令和2年4月＞
博士(農学)

兼担
准教
授

本勝　千歳

＜令和2年4月＞
博士(農学)

果樹園芸学特論 果樹園芸学特論 果樹園芸学特論
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の別　 の別　の別　

兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・ 専任・

職名

兼任　

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　認可申請書又は設置届出書の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の教員全て（兼任，兼担教員を含む。）を黒字で記入してください。

　　　　その上で，認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。

　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教員名簿」を確認してください。

　　　・　年齢は，それぞれの年度の５月１日時点の満年齢を記入してください。

　　　・　専任（専門職大学等は専、実専、実（研）、実み）、兼担、兼任の順に記入してください。

　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除し、詰めてください。

兼任 助教

小川　健二郎

＜令和3年4月＞
博士（薬学）

食品機能化学特論

兼任
非常
勤
講師

根上　優

＜令和2年4月＞
体育学修士

兼任
非常
勤
講師

根上　優

＜令和2年4月＞
体育学修士

兼任
非常
勤
講師

根上　優

＜令和2年4月＞
体育学修士

スポーツ文化特論 スポーツ文化特論 スポーツ文化特論
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（１）ー②担当教員表に関する変更内容

　　　　 　　　　

（注）・  変更内容を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　不要な年度（令和元年度開設であれば平成３０年度）の表は適宜削除してください。

　　　　 　　　　

・令和2年3月辞職により、「吉田雅彦（専任）」の所属、職位及び担当科目の変更。後任未定であるが、専任教員採用で公募予定。
・授業科目の充実のためにより、「木下由美子（兼担）」を担当教員として追加。
・授業科目の充実のためにより、「金岡麻希（兼担）」を担当教員として追加。
・所属先変更により、「出口近士（兼任）」の所属、職位の変更。

　　　・　認可で設置された学部等の専任教員を変更する場合は、当該専任教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画変更書」を提出し、

　　　　大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（ＡＣ教員審査）を受けてください。ＡＣ教員審査を受けずに専任教員として授業等を担当することは出来ません。

　　　・　「専任教員採用等変更書（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」と記入してください。

　　　　なお、設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は、「教員審査省略」と記入してください。

【令和３年度】
・令和3年3月辞職により、「撫年浩（専任）」の所属、職位及び担当科目の変更。後任未定であるが、専任教員採用で公募予定。令和3年度第4回教員審査受審予定。
・令和3年4月昇任により、「足立文美恵（専任）」の職位の変更。令和3年3月教員審査受審済み。
・令和3年4月昇任により、「金岡保之（専任）」の職位の変更。令和3年3月教員審査受審済み。
・令和3年3月辞職により、「小山大介（専任）」の所属、職位及び担当科目の変更。後任未定であるが、専任教員採用で公募予定。令和3年度第4回教員審査受審予定。
・令和2年9月辞職により、「近藤友大（専任）」の所属、職位及び担当科目の変更。後任未定であるが、専任教員採用で公募予定。令和3年度第4回教員審査受審予定。
・令和3年4月昇任により、「丹生晃隆（専任）」の職位の変更。令和3年3月教員審査受審済み。
・令和3年4月昇任により、「戸敷浩介（専任）」の職位の変更。令和3年3月教員審査受審済み。
・令和3年4月昇任により、「西和盛（専任）」の職位の変更。令和3年3月教員審査受審済み。
・担当科目の追加により、「福島三穂子（専任）」の担当科目「実践研究Ⅰ、実践研究Ⅱ、特別研究」を追加。令和3年3月教員審査受審済み。
・令和3年4月昇任により、「丸山亜子（専任）」の職位の変更。令和3年3月教員審査受審済み。
・令和3年4月昇任により、「土屋有（専任）」の職位の変更。令和3年3月教員審査受審済み。
・令和2年6月昇任により、「井戸田幸子（兼担）」の職位の変更。
・令和2年度報告時の誤記の修正により、令和2年度「村瀬敦宣（兼担）」の職位の変更。併せて令和2年1月昇任により、令和3年度「村瀬敦宣（兼担）」の職位の変更。
・授業科目の充実のためにより、「小川健二郎（兼担）」を担当教員として追加。

【令和２年度】
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（注）・　大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数について定める件（平成十一年九月十四日文部省告示第百七十五号）により

　　　　算出される教員数を記入してください。

（注）・「設置時の計画」には、設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに、（　）内に開設時の状況を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の状況」には、報告年度の５月１日の教員数（実人数）を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の状況」には、「現在（報告時）の状況」に記入した数字に、教員審査を受審済みであり、

　　　　完成年度までに就任する教員数を加えた数を記入するとともに、［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の計画」には、予定されている完成年度時の人数を記入するとともに、

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

　　　・専門職大学院の場合は、「研究指導教員」を「研究者教員」と、「研究指導補助教員」を「実務家教員」と修正して記入してください。

（注）・「年齢構成」には、当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません）、

　　　　及び、報告年度の５月１日現在、定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数及び完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。

　　　・なお、職位等によって定年年齢が異なる場合には、職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入

　　　　し、「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ） =
設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

報告時の教員のうち、定年を延長して採用している教員数
現在（報告時）の状況（Ｂ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ'）
設置時の計画（Ａ'）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　（２）－⑥　設置時の計画に対する助手充足率

=
0

= #DIV/0! ％
0

84.21

6.66

　（２）－⑤　現在（報告時）の状況における定年を延長している教員構成率

=
1

= ％
15

16

［ △3 ］

計
（Ｂ）

15

計
（Ｄ）

17

［ △2 ］

0

講　師 助　教
助手

（Ｄ'）

現在（報告時）の完成年度時の状況 現在（報告時）の完成年度時の計画

7 11 1 0 0
11 4

19

(18)

年齢構成

完成年度時（上記
（Ｃ））の教員う
ち、定年を延長して
採用する教員数

1

名

准教授 講　師 助　教
助手

（Ｂ'）
教　授 准教授 講　師 助　教

助手
（Ａ'）

教　授
計

（Ａ）

(6) (11) (1) (0) (0)

0 0

計
（Ｃ）

（２） 専任教員数等

　（２）－①　設置基準上の必要専任教員数

完成年度時における
設置基準上の必要研

究指導教員数

うち、完成年度時に
おける設置基準上の

必要教授数

　（２）－②　専任教員等数【大学院】

設　置　時　の　計　画 現在（報告時）の状況

6 4

名 名

完成年度時における
設置基準上の必要研
究指導補助教員数

4

名

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

14 4 1
14 1 0

（13） （4） （1）

65 1

歳 名

　（２）－③　年齢構成

定年規定の定める定
年年齢（歳）

報告時（上記
（Ｂ））の教員のう
ち、定年を延長して
採用している教員数

教　授 准教授

5

［　4　］ ［ △6 ］ ［ △1 ］ ［　0　］ ［　0　］ ［　5　］ ［　0　］

11 5 0

0

［　1　］ ［　△3　］

　（２）－④　設置時の計画に対する教員充足率

16
= ％

19

講　師 助　教
助手

（Ｃ'）
教　授 准教授

1 0 0

［ △6 ］ ［　0　］ ［　0　］

0 0 12

15 1 0 16 1

研究指導教員
数

［　△1　］ ［　2　］ ［　△3　］ ［　△1　］

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数
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時期

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

時期

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

①

３ 准教授 近藤　友大 R2.9

必修 地域学徳論 ②

R2.9.30付け退職のため辞任（3）

選択 地域資源特論Ⅰ（自然科学系） ②

選択 栽培学特論 ②

選択 果樹園芸学特論 ②

必修 実践研究Ⅰ ①

必修

R2.3

選択 産業政策特論 ②

R2.3退職のため就任辞退（２）
必修 実践研究Ⅰ ①

必修 実践研究Ⅱ ①

必修 特別研究 ①

畜産学特論 ②

（注）・　認可時又は届出時以降、就任を辞退した全ての専任教員の就任辞退の理由を具体的に記入してください。

　　　　　「就任辞退（未就任）の理由」に就任辞退の理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

③の合計数（c）

0 自由 0

必修

必修

R3.3 R3.3.31付け退職のため辞任（3）

必修 特別研究 ①

R3.3

必修 地域学特論 ②

R3.3.31付け退職のため辞任（3）

合計（Ｄ） 後任補充状況の集計（Ｅ）

職　位

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに就任を辞退した場合、赤字にて記入するとともに、

選択

必修 3

選択

必修

選択

自由自由 0

1 1

0必修必修 3 科目

選択 科目

0

1

選択 地域資源特論Ⅲ（社会科学系）

動物生理栄養学特論

選択

自由

科目

②

特別研究

必修 9

必修 実践研究Ⅱ ①

選択 世界経済特論 ②

必修 実践研究Ⅰ ①

必修 実践研究Ⅱ ①

必修 特別研究

１ 教授 撫　年浩

２ 准教授 小山　大介

②

職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別

4

0

　　　・　「就任辞退（未就任）」とは、認可又は届出時に就任予定としながら、実際には就任しなかった教員のことです。

　　　　　就任した後に辞任した教員は、以下「（３）－②専任教員辞任の理由及び後任補充状況」に記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

選択

②

自由自由

計 計計

地域資源特論Ⅰ（自然科学系） ②

　（３）－①　専任教員の就任辞退（未就任）の理由及び後任補充状況

後任補充状況 就任辞退（未就任）の理由担当予定科目

１ 教授 吉田　雅彦

合計（Ｆ） 後任補充状況の集計（Ｇ）

①の合計数（a） ②の合計数（b）

0

選択 0 選択

9 計

必修 3

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

　　　　　に辞任理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

（注）・　一度就任した後に、定年による退職以外の理由で辞任した全ての専任教員についてに記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

計 0

自由

12

8 選択 0

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

③の合計数（c）

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

辞任した教員数

3 人

計

0自由

（３） 専任教員辞任等の理由

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

計

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）就任を辞退した教員数

0

実践研究Ⅰ

0

0

0

番　号

①の合計数（a）

専任教員氏名

②の合計数（b）

0

3 1

必修・選択・自由の別 辞任等の理由担当予定科目

人
科目

地域学特論

番　号

11

科目

後任補充状況

8 科目

0 科目

20 科目 計

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）

必修

必修

実践研究Ⅱ ①

選択

選択

　（３）－②　専任教員辞任の理由及び後任補充状況

必修 ①

①

28



　（３）－③　上記（３）－①　・　（３）－②　の合計

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（３）－③合計（Ｄ）+（Ｆ）
（２）－②設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

（注）・（３）－①、（３）－②で赤字で記載した専任教員数の合計数を記載してください。

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　　今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

　（３）－⑤　令和2年度報告書から、新たに辞任等した専任教員等の状況

人

・撫年浩教授については、後任未定であるが、現在、公募を行っており、後任が就任するまでの全ての授業科目は、前任の撫年浩氏を非常
勤講師として採用し、実施している。
・小山大介准教授については、後任未定であるが、現在、公募を行っており、後任が就任するまでの全ての授業科目は、前任の小山大介氏
を非常勤講師として採用し、実施している。
・近藤友大准教授の後任については、教員審査後、令和３年１０月に就任予定であり、後任が就任するまでの全ての授業科目は、前任の近
藤友大氏を非常勤講師として採用し、実施している。

 以上に加え本研究科では、出願前に希望する研究科指導教員と研究計画について事前相談することとしており、相談の中で当該教員が担
当する研究内容を志望することがいなかったことを確認しており、学生の履修に支障は無い。
また学生へは、大学院生オリエンテーション及び時間割等で周知した。

合計（Ｄ）＋（Ｆ）

（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する大学の所見、学生への周知方法、

辞任等した教員数

3

0 選択

必修

0

自由 0

計 24 科目 計 12 計 12

①の合計数（a） ②の合計数（b）

後任補充状況の集計（Ｅ）＋（Ｇ）

012

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）

4 人

必修 15 科目 必修

計

9 選択

必修

科目 選択 0

③の合計数（c）

自由 0 科目 自由 0 自由 0

選択 9

　（３）－⑥　定年により退職した専任教員に対する後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況 辞任等の理由

H30.3.31付け65歳で定年退職（30）選択 ◆◆基礎 ②

必修 ☆☆演習 ③

１ 教授 ◎◎　◎◎

必修 ○○概論 ①

R3.3.31付け65歳で定年退職（３）必修 ▲▲実習 ③

必修 ◇◇特論 ①

２ 准教授 △△　△△

自由 ××語 ②

必修 #VALUE! 科目 必修

合計 後任補充状況の集計

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

計 0

（注）・　定年により退職した全ての専任教員についてに記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

　　　　　に辞任理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

○○
○○ 自由 ○○

計 0 科目 計 0 計 0

選択 ○○ 選択 ○○

自由 #VALUE!

　（３）－④　設置時の計画に対する教員辞任率

= = 21.05 ％
4
19

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

科目 自由 ○○ 自由

○○ 必修 ○○ 必修 ○○

選択 #VALUE! 科目 選択 ○○
人

該当なし
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区　　　分
今後の

の実施計画

設　置　可　時

（令和元年９月）

遵守事項 履行済

履　行　状　況

６　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等

　ディプロマ・ポリ
シーで掲げる「学際的
専門性、実務的専門
性、学術的専門性」に
ついては、それぞれ高
度な専門性であると位
置付けていること等か
ら、大学が考える水準
とポリシーを見て学生
が持つ印象が異なるこ
とで誤解を与える可能
性も考えられるため、
表現については必要に
応じて改めること。ま
た、アドミッション・
ポリシーの「専門的な
知識を身に付けている
こと」については、社
会人や留学生に求める
水準としては高いよう
にも思う。専門的な知
識を身に付けている学
生のみしか入学させな
いということであれば
構わないが、必要に応
じて見直す等して実態
に即した表現になるよ
う検討すること。

　ディプロマ・ポリシーに
ついては、学生に誤解を与
えないよう、以下のとおり
として令和２年４月に配布
するキャンパスガイドに記
載した。

　本研究科における修得を
目指す専門性は、本研究科
のディプロマ・ポリシー
（学位授与の方針）として
位置づけ、以下の３つの専
門性を修得した人材養成を
目指す。
・異分野融合・複合の研究
開発を推進できる修士相当
の高度な学際的専門性
・優れたソリューションを
創発できる修士相当の高度
な実務的専門性
・第一線社会の技術・経験
を体系化・理論化できる修
士相当の高度な学術的専門
性

　アドミッション・ポリ
シーについては、学生に誤
解を与えないよう、以下の
とおりとして令和３年入学
者選抜募集要項に掲載予定
としている。

　本研究科では、学部教育
の専門性・実務性をさらに
深化させ、専門性の高い分
野で高度で先端的な地域資
源創成に係る大学院教育を
行うこととする。また、企
業・産業・地方公共団体・
地域社会等が有する地域課
題・実務的課題の具体的解
決に資する大学院教育を行
うこととする。したがっ
て、本研究科では以下のよ
うな人材を積極的に受け入
れることとする。

(1)社会的・地域的課題を解
決するためのイノベーショ
ンの創発に関する学士相当
の専門的・実務的な知識・
能力を有し、かつ意欲を有
している人
(2)企業・産業・地方公共団
体等のマネジメントを改
善・改革するための学士相
当の専門的・実務的な知
識・能力を有し、かつ意欲
を有している人
(3)異分野を融合させて新た
な地域価値、資源価値創出
のための学士相当の専門
的・実務的な知識・能力を
有し、かつ意欲を有してい
る人
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設　置　可　時

（令和元年９月）

設　置　可　時

（令和元年９月）

「実践研究Ⅰ」及び
「実践研究Ⅱ」におい
てインターンシップの
位置付けを行うのであ
れば、学生への分かり
やすさの観点から、両
科目のシラバスにもイ
ンターンシップを必要
に応じて行うことを明
記すること。

遵守事項

　「実践研究Ⅰ」及び「実
践研究Ⅱ」シラバスの授業
概要の中に、それぞれ以下
のとおり記載した。

「実践研究Ⅰ」
（略）
さらに、フィールドにおけ
る行政・各種団体担当者お
よび企業・住民等の多くの
関係者との積極的なコミュ
ニケーションによる関係性
の構築を図り、フィールド
が抱える複数の課題を抽出
し、それぞれの背景につい
て理解を深める。また、必
要に応じて地域においてイ
ンターンシップ（就業体
験）を行い、地域の理解に
努めるものとする。そし
て、これらを精査し取り組
むべきフィールドにおける
学術的課題を設定する。

「実践研究Ⅱ」
（略）
「実践研究Ⅱ」は、「実践
研究Ⅰ」において最終的に
設定した特定フィールド
（地域）における学術的課
題について行政・各種団
体・住民・企業等の関係者
とのアクションリサーチ
（共同実践研究）を通じて
その課題解決に取り組むも
のである。また、引き続き
必要があれば地域において
インターンシップ（就業体
験）を行い、地域の課題の
理解に努めるものとする。
（略）

履行済

遵守事項 履行済

「自治体財政特論」に
ついて、「可能であれ
ば学生同士のディス
カッション」を行うこ
と等を明記したと説明
しているが、シラバス
に記載されていないた
め、「会計学特論」や
「経営戦略特論」のよ
うに授業概要に記載す
ること。

　「自治体財政特論」シラ
バスの授業計画の中で、第
13回、第14回の授業内容・
方法についてそれぞれ以下
のとおり記載した。

第13回
考察した市町村財政のあり
方の発表
・発表に基づく教員との
ディスカッション・可能で
あれば学生同士のディス
カッションとまとめ

第14回
考察した都道府県財政のあ
り方の発表
・発表に基づく教員との
ディスカッション・可能で
あれば学生同士のディス
カッションとまとめ
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　　　　具体的に記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を

　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。

　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。

　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。

　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況、今後の見通しなど

大学全体のカリキュラム・ポリシーが改定となったことか

ら、連動して本研究科のカリキュラム・ポリシーを改定し

た。

①　カリキュラム・ポリシー ①　カリキュラム・ポリシー

本研究科では、「修得を目指す専門性」や「養成する人材 本研究科では、「修得を目指す専門性」や「養成する人材

像」を達成するため、以下の方針に基づいてカリキュラム 像」を達成するため、以下の方針に基づいてカリキュラム

を編成し、教育を実施する。 を編成し、教育を実施する。

教育課程の編成の方針 教育課程の編成

・多様な地域や地域課題を理解し、地域資源を高度利活用 ・多様な地域や地域課題を理解し、地域資源を高度利活用

　するための専門的知識・理論・方法等を学修するため、 　するための専門的知識・理論・方法等を学修するため、

　専門科目として①地域学科目、②地域資源論科目群、③ 　専門科目として①地域学科目、②地域資源論科目群、③

　地域資源利活用論科目群を設置する。 　地域資源利活用論科目群を設置する。

・PBL等の実践的ソリューションを研究する実践研究及び学 ・PBL等の実践的ソリューションを研究する実践研究及び学

　生の個別研究を教育的に進展させる特別研究（研究指導 　生の個別研究を教育的に進展させる特別研究（研究指導

　等）を重層的に年次進行させていく。 　等）を重層的に年次進行させていく。

・実践研究・特別研究の十分な成果を得るため、教育研究 ・実践研究・特別研究の十分な成果を得るため、教育研究

　モジュールの形成を通じて専門科目を有機的に組み合わ 　モジュールの形成を通じて専門科目を有機的に組み合わ

　せて履修させ、教育の質保証及び教育的効果の向上を図 　せて履修させ、教育の質保証及び教育的効果の向上を図

　る。 　る。

教育課程の実施の方針 教育内容・方法

・各授業科目について、シラバスで到達目標、授業計画、 ・各授業科目について、シラバスで到達目標、授業計画、

　成績評価基準・方法、事前・事後の学習の指示，ディプ 　成績評価基準・方法、事前・事後の学習の指示，ディプ

　ロマ・ポリシーとの関連を明確にし、周知する。 　ロマ・ポリシーとの関連を明確にし、周知する。

・主体的に考える力を育成するために、アクティブ・ラー ・主体的に考える力を育成するために、アクティブ・ラー

　ニング（双方向型授業、グループワーク、発表など）、 　ニング（双方向型授業、グループワーク、発表など）、

　演習・実践を積極的に取り入れた授業形態、指導方法を 　演習・実践を積極的に取り入れた授業形態、指導方法を

　行う。 　行う。

・実践研究、特別研究は学生の状況を鑑みながら研究の指 ・実践研究、特別研究は学生の状況を鑑みながら研究の指

　導・支援を行い、異分野融合の視点からの履修が可能と 　導・支援を行い、異分野融合の視点からの履修が可能と

　なるよう、複数の研究領域の主指導教員、副指導教員で 　なるよう、複数の研究領域の主指導教員、副指導教員で

　構成する履修指導グループにより教育研究モジュールの 　構成する履修指導グループにより教育研究モジュールの

　形成等を通じて指導を行う。 　形成等を通じて指導を行う。

・成績評価基準、方法に基づき厳格な評価を行う。

７　その他全般的事項

＜地域資源創成学研究科　地域資源創成学専攻＞

（１） 設置計画変更事項等
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点検・評価 学修成果の評価

・GPA制度を導入し，教育の質保証に向けて点検・評価・改 1. 学修目標の達成水準を明らかにするために，成績評価

　善を行う。 　基準・方法を策定・公表する。

・成績評価基準・方法に基づき，多様な評価方法を用いて

　厳格な評価を行う。

・学生は自己の学修の振り返りを行い，教員は学生の自己 3. 学修成果を把握するために、教育活動、学修履歴、及

　評価に基づいて指導を行う。 　び学生の成長実感・満足度に係わる情報を適切に収集・

　分析する。

・ディプロマ・ポリシーの方針に基づく学生の学修過程を 4. ディプロマ・ポリシーに基づく学生の学修過程を重視

　重視し，在学中の学修成果の全体を評価する。 　し，在学中の学修成果の全体を評価する。

5. GPA 制度を導入し，客観的で透明性の高い成績評価を

　行う。

6. 学生が学修目標の達成状況をエビデンスを持って説明

　　　 　できるよう学修成果の可視化を行う。

②　宮崎大学地域資源創成学研究科委員会規程

（審議事項） （審議事項）

第３条 委員会は、次の各号に掲げる事項を審議する。 第３条 委員会は、次の各号に掲げる事項を審議する。

　(1) 研究科教員の選考その他身分に関する事項 　(1) 研究科教員の選考その他身分に関する事項

　(2) 研究科に関する諸規則の制定及び改廃 　(2) 研究科に関する諸規則の制定及び改廃

　(3) 研究科の教育に関する基本的な事項 　(3) 研究科の教育に関する基本的な事項

　(5) 学位に関する事項 　(5) 学位に関する事項

　(6) 研究科の学生の厚生補導に関する事項 　(6) 研究科の学生の厚生補導に関する事項

　(7) その他研究科に関する重要事項 　(7) その他研究科に関する重要事項

（審議事項の専決）

別表第１（第４条関係）

2. 個々の授業科目においては，成績評価基準・方法に基づ
き，定量的又は定性的な根拠により厳格な評価を行う。

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で、設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

②　宮崎大学地域資源創成学研究科委員会規程について、
以下の通り改正を行った。

　(4) 研究科の学生の入学、進学、退学、休学、修了、除
籍及び賞罰その他身分に関する事項

　(4) 研究科の学生の入学、進学、退学、休学、修了、除
籍及び賞罰その他身分に関する事項

第４条 前条に定める審議事項のうち、別表第１に掲げる事
項については、その所掌する委員会において専決すること
ができる。ただし、各事項においてその所掌する委員会等
が必要と認める場合には、研究科委員会で審議する。

所掌委員会 事　項

(1)　学生の休学・復学・留学・退学

(2)　研究生・科目等履修生等（外国人留学
生を含む）の入学、退学、期間延長
(3)　非常勤講師の担当授業科目・採用・変
更

(4)　専門科目の既修得単位の認定

(5)　他研究科学生の専門科目受講願の承認

(6)　留年又は休学等の理由により、入学年
度のカリキュラムによる履修が困難となっ
た学生に係る適用授業科目及び単位の読み
替え等の決定
(1)　一般選抜及びその他入試区分における
募集要項及び同選抜方法の決定
(2)　研究科修士課程入学試験出願資格審査
の認定
(3)転入学試験における募集要項及び同選抜
方法の決定

教務委員会

入試委員会
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（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ・ＳＤ活動含む）

　ｂ　実施方法

　　　定期的（月初めの週）に委員会を開催

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　　１．地域資源創成学部・地域資源創成研究科教務委員会
　　　　大学院・ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーについて、研究指導計画
　　　　について、シラバスについて、時間割について、大学院新入生オリエンテーション
　　　　について、授業実施の方針について、実践研究Ⅰの成績評価・発表会の実施について、
　　　　大学院キャンパスガイドについて、

　　２．地域資源創成学部・地域資源創成研究科ファカルティ・ディベロップメント委員会
　　　　ファカルティ・ディベロップメント委員会及びＦＤ研修会の開催日程について、
        令和２年度ファカルティ・ディベロップメント委員会・研修会について

　　　ファカルティ・ディベロップメント委員会では、FD活動を推進することや教職員の資質向上の目的から、
      全教職員を対象にしたFD研修会を開催した。

　　　FD研修会（ 7月22日）教職員17名参加：卒業研究の振り返りについて
　　　FD研修会（10月28日）教職員 8名参加：地域学特論について
　　　FD研修会（11月25日）教職員12名参加：遠隔授業について（授業改善報告会を兼ねて）
　　　FD研修会（ 3月24日）教職員18名参加：入試改革と異分野融合教育

　ａ　実施内容

　　記入例）

　　・　授業方法について研究会

　　・　教員相互の授業参観

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

　　・　新任教員のための研修会　等

　　　教育内容等を所掌する委員会として、「宮崎大学地域資源創成学部・地域資源創成研究科教務委員会」
　　　及び「宮崎大学地域資源創成学部・地域資源創成研究科ファカルティ・ディベロップメント委員会」
　　　を設置している。

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　　１．地域資源創成学部・地域資源創成研究科教務委員会
　　　①4月2日(5人)、②4月16日(4人)、③5月14日(5人)、④5月28日(5人)、⑤6月4日(6人)、
　　　⑥6月18日(5人)、⑦7月2日(6人)、⑧7月16日(7人)、⑨8月6日(6人)、⑩8月20日(5人)、
　　　⑪9月3日(3人)、⑫9月17日(4人)、⑬10月1日(6人)、⑭10月15日(6人)、⑮11月5日(7人)、
　　　⑯11月19日(5人)、⑰12月3日(6人)、⑱12月17日(5人)、⑲1月7日(6人)、⑳1月21日(6人)、
　　　㉑2月4日(6人)、㉒2月18日(6人)、㉓3月4日(8人)、㉔3月24日(8人)

　　２．地域資源創成学部・地域資源創成研究科ファカルティ・ディベロップメント委員会
　　　①4月3日(4人)、②6月3日(4人)、③8月6日(4人)、④10月7日(3人)、⑤3月4日(8人)

　　１．地域資源創成学部・地域資源創成研究科教務委員会
　　　　教育課程及び授業計画に関する事項
　　　　学生の身分に関する事項
　　　　学生の福利厚生に関する事項
　　　　教育に係る自己点検・評価に関する事項
　　　　その他教務及び学生の厚生補導に関する事項

　　２．地域資源創成学部・地域資源創成研究科ファカルティ・ディベロップメント委員会
　　　　学部・研究科のFDに関する活動を推進すること
　　　　FDに関する情報を収集すること
　　　　教授会・研究科委員会に対してFDに関する提言を行うこと
　　　　その他、FDに関すること

②　実施状況

　ｃ　委員会の審議事項等
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　　（5月1日現在の委員名簿も添付してください。委員に変更がある場合は、その内容と各区分を踏まえた委員構成で

　　　あることを説明してください。併せて、別途委員名簿を変更内容が分かるよう加筆の上、提出してください。）

　c　教育課程連携協議会が審議した内容を踏まえた大学での教育課程への反映状況

　ａ　審議した内容

　　記入例）

　　・　地域との連携に関する○○の観点から教育課程に対する提案内容

　　・　産業界との連携に関する○○の観点から教育課程に対する提案内容

　b　教育課程連携協議会が審議した内容を踏まえた大学での教育課程への見直し状況

　ａ　委員会の設置状況

　ｂ　委員会の開催状況（回数や開催日など）

　ｃ　委員会の審議事項等

　ｄ　その他

②　審議状況

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　　　FD研修会で、学生による授業評価アンケートの結果及び教員作成のFDレポートを共有し，個々の授業や
　　　実施方法についての協議した。なお、授業評価アンケートはWebclassで学生向けに公開している。

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

①　体制

（３） 教育課程連携協議会に関する事項

　※専門職大学、専門職短期大学、専門職学科、専門職大学院以外は「該当なし」と記入ください。

　　　今後の授業実施や授業評価等をもとに必要に応じて改善等を行う

　ａ　実施の有無及び実施時期

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には、関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には、実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

　　　令和２年前学期分の授業評価アンケートを基に研究科教員がFDレポートを作成し、FD研修会で共有した。
　　　また、10月開催のFD研修会で研究科の必修科目である地域学特論を振り返り、学生の性質や授業の実施方法を
　　　協議した結果、社会人への対応や繰り返し学習できるオンデマンドの重要性を共有することができた。

　ｂ　教員や学生への公開状況、方法等

該当なし

36



※設置計画が各大学等が社会に対して着実に実現していく構想を表したものであることに鑑み、

　設置計画履行状況報告書については、各大学等のウェブサイトに公表するなど、積極的な情報提供をお願いします。

○　設置計画履行状況報告書（令和３年度）

　ａ　公表予定の有無　　〔　　　有　　　・　　　無　　　〕

≪ａで「有」の場合≫

　ｂ　公表（予定）時期　〔　調査結果公表後１ヶ月以内　・　公表後２～３ヶ月以内　・　公表後３ヶ月以降　〕

　ｃ　公表方法　　　　　〔　ウェブサイトへの掲載　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　〕

≪ａで公表「無」の場合≫

　ｄ　公表しない理由　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また、「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については、できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　　　　　なお、「②　自己点検・評価報告書」については、当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　　　いて記入してください。

（５） 情報公表に関する事項

　　・令和３年１０月予定

　ｂ　公表方法

　　・大学ホームページ上に公開予定

③　認証評価を受ける計画

　　・令和３年度に大学機関別認証評価（大学改革支援・学位授与機構）を受審予定

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　　計画どおりに実施している。引き続き、設置の趣旨・目的に沿って教育・研究活動を計画通り実施することとして
いる。

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

（４） 自己点検・評価等に関する事項
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